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川上会長が議長として議事進行。

（議　長）議題１の『１９年度上半期の運営状況』について事務局からの説明をお願する。
（事務局）１９年度上半期は４つの事業計画（介護予防普及計画と介護予防事業への参加者増
加，高齢者支援センターの活動や役割の地域への浸透，地域住民や地域関係機関との連携による地域のネットワーク構築，２５ヶ所の高齢者支援センターと４ヶ所のサブセンターの連携強化）に基づき事業実施した。会議・研修等について，運営協議会，地域ケア会議，ケアマネさろん，研修会等を実施した。
地域ケア会議は，地域のネットワーク構築を目的に，地域の各関係機関，行政，社
会福祉協議会等から委員を選出し，倉敷・水島・児島・玉島４地区で１０月に立ち上げた。立ち上げ前には，全体で研修会を開き地域ケア会議アドバイザーである川上会長より講演をいただいた。
高齢者支援センター職員間で，毎月各４地区定例会，職種別部会において勉強会，情報交換を実施している。

高齢者支援センター業務の啓発は，民生委員会，愛育委員会，栄養改善協議会，老

人クラブ，サロン，色々なイベント，町内会に招かれた際などに実施している。

包括的継続的ケアマネジメントは，地域のケアマネジャーの資質向上を目的に，主任ケアマネジャーが地域ケアマネジャーの後方支援を行うという形で困難事例や虐待事例等を検討している。高齢者支援センターの主任ケアマネジャーや他職種との顔合わせ，情報交換会などをエリア内のケアマネジャーと行っている。

「ケアマネぷちさろん」は，高齢者支援センターが主催し，地域のケアマネジャーの相談を受けている。
「ケアマネさろん」は，地域包括総合支援センター主催の隔月実施で，倉敷市内のケアマネジャー・高齢者支援センターの主任ケアマネジャーを対象に，日を定めて実施している。
総合相談は上半期で，来所や電話，訪問等で，合計２４，６６８件受けている。
１年間の活動で高齢者支援センターはかなり浸透し，相談件数も増え，中でも介護保険関係の相談が増えている。本人からの相談が多く，認知症への対応について特に増えている。

特定高齢者であるが，生活機能評価の基本チェックが２５項目あり，特定高齢者候補者の中から実際に特定高齢者として選定されたのが２６１名いた。その中で介護予防ケアプラン作成に至った者が１４２名で，介護予防事業参加者だけでなく，それ以外のインフォーマルな部分（自分で町内のサロンに通いたい，自分で散歩のコースを少し延ばす）も含めての数字である。介護予防ケアプラン作成に至らなかった１１９件については，なかなか介護予防が浸透しきれないのが現状で，介護予防とはどういう目的でどのような役割を果たしていくか，下半期に向けて活動を行なっていきたい。
各種教室等の実施状況であるが，家族介護教室，介護予防・転倒骨折予防教室，栄養教室等を実施した。
高齢者実態把握調査は，６５歳以上の独居・高齢者世帯を中心に行い，上半期
４，４９７件調査した。
高齢者実態把握調査の集計であるが，４地区で大きな差はなかった。

『他者との交流』で，水島地区が「交流がない」割合が他地区と比べると少しパーセンテージが高く，『生活環境』で，玉島地区が不便であるという回答が１１．５％と他地区から見ても高い値が出た。
児島は，交通の便が悪いという回答が多く，外に出たいが出て行けないという現状があり，これからの課題もこのあたりにあると思う。
新予防給付予防プランの実施状況（１２ページ）について。

介護保険要支援認定者のケアプランは，高齢者支援センターが作成するか，あるいは居宅介護支援事業所に再委託を行っている。高齢者支援センターが直接作成しているケアプランが約８割で，２割を居宅介護支援事業所へ委託している。高齢者支援センター設置法人と同一法人内の居宅介護支援事業所へ再委託している割合は特別高いということはなく，全く委託していない高齢者支援センターもある。

各高齢者支援センターは，同一レベルのサービスを地域住民に提供しなければならないが，職員の異動が非常に激しく，研修会の設定も難しい。高齢者支援センター職員連絡会は毎月行い，職種別に学習会や研修会を実施し，互いの資質向上に努めている。

（議　長）膨大な量の資料だが，各委員から，上半期の実施状況等，疑問，意見等をいただきたい。

（委　員）相談内容では，新予防給付に関するものが圧倒的に多いが，本人の意図しない形で負担を強いることへの不満がいまだにあるのでは。

（事務局）新規認定の場合はそれほどではないが，要介護から要支援になった場合やヘルパーが入っていたのにそれに制約がかかることに対しての苦情や不満の声が届いている
（委　員）そのことに関して相談を受けていると思うが，来られた方は納得しているのか。
（事務局）介護保険制度の説明を行うが，納得される方ばかりではない。

（委　員）高齢者実態把握調査の統計やデータで気になるところはある。

ランク別「Ａ」で７．５％ということで高いと思うが，高いということはどういう意味か。どういうことにつながっているのか。
（事務局）Ａランクになると，３ヶ月おきに地域包括総合支援センターから管轄の高齢者支援センターに訪問するよう再度通知し，その方についてフォローしている。未調査者についても経過的にはフォローしているが，調査が進んでないところはランクの高い方がいる気がする。

（議　長）高齢者虐待で件数が２００強あがっているが，この４では高齢者虐待という項目があがっていないが，これは忘れていただけなのか，２００何件だから認知症の相談の次くらいになると思うが。

（事務局）相談内容に高齢者虐待の項目を掲載しているので，再掲に挙げていない。認知症については，虐待ケースも多くある。

（議　長）各高齢者支援センターとケアマネ連絡会交流会の状況で，帯江・豊洲高齢者支援センターは０件報告となっているが，どういう状況なのか。交流会が開催できず，帯江・豊洲高齢者支援センターは地域のケアマネジャーと連携はとれるのか。

（事務局）倉敷地区全体でのケアマネジャーとの交流会には参加しており，地域のケアマネジャーと連携が取れていないというわけではない。単独実施が出来ていないことについては，下半期には実施していくよう指導する。
（委　員）連島高齢者支援センターは相談件数が水島地区の中では特に多いが，逆に連島南高齢者支援サブセンターは件数が１件で，サブセンターとして機能が果たせていないのか，認知度が低いのか，サブセンターは必要ないのではないか，とこれを見て思ったが，相談件数が多い連島高齢者支援センター分をサブセンターに振り分けたらバランスが取れると思う。
（事務局）サブセンター職員は１名で兼務可能だが，サブセンター職員は介護保険のデイサービス事業所と兼務している。居宅介護支援事業所で勤務しているので，相談などは居宅介護支援事業所のケアマネジャーが受けることもある。
（議　長）サブセンターは一人分の人件費が出ていないのか。４ヶ所とも何らかの兼務なのか。

（事務局）真備高齢者支援サブセンターは１人の職員を専属で配置している。

（議　長）専属で職員を配置していてこの委託料なら，不足部分は法人の負担なのか。
真備高齢者支援サブセンターの設置法人はどこか。

（事務局）設置法人は，社会福祉法人・幸風会です。

（委　員）サブセンターを設置した理由は，本体の地域包括支援センターの地域が広く，人数が多いということだと思うが，今の状況ではサブセンターとしての役割を果たせていないということではないのか。

（委　員）センター別相談件数には私も疑問がある。高齢者数の差もあるのだろうが，センターで差があり，カウントのとり方に違いがあるのではないか。

（事務局）カウントのとり方については，これまでもセンターからも議題に上がっており，社会福祉士部会でも何度か説明し，ある程度１本化を図っている。
（議　長）研修を実施し，カウントのとり方も周知しているはずなのに，この数値に格差が出てくることになると，例えば，倉敷南は合計で１２５件，下津井１５６件，玉島南１０８件，このあたりはどうなっているかと聞かざるをえないのではないか。

（委　員）倉敷南高齢者支援センターは訪問も行っていない。
（議　長）玉島南高齢者支援センターも訪問が少ない。事務局がカウントのとり方の基準を示しているのであれば，高齢者支援センター設置法人へ十分な指導を行うべきではないか。
（委　員）センター職員が普及活動すれば，地域住民から相談電話がかかってくる。その内容は介護保険が始まった頃は，居宅介護支援事業所のケアマネジャーにかかってきた電話と同様であある。つまり，何か困った事があれば，地域包括支援センターに相談すればいいということである。一方で，要支援者の介護予防ケアプラン作成に追われているセンターがあり，地域づくりや地域ケア会議，栄養改善協議会との連携などが十分できないのではないか。地域包括支援センターも居宅介護支援事業所のケアマネジャーも，お互いの立場がわかっているがゆえに，互いにあまり無理を言わなかったり，連携が取れているのかいないのか，はっきりしないところがあると思う。地域包括支援センター職員は異動も多く，センターに必置の専門３職種が欠けている現実があると思う。それに対して倉敷市は今後どのようにセンターを支えていくのか。

（事務局）各高齢者支援センターは，居宅介護支援事業所のケアマネジャーとの連絡会を実施し，困難事例の時には相談を受けながら，連携を図っている状況である。今までは居宅介護支援事業所のケアマネジャー１人で取り組んでいたことを高齢者支援センターの主任ケアマネジャーらと一緒に対処している。

（議　長）要支援者の介護予防ケアプランの作成を再委託するなどして，センター本来の包括的支援業務ができる環境作りはできないのか。

（事務局）居宅介護支援事業所も要支援者のケアプラン作成には件数制限がある。介護予防ケアプランは，高齢者支援センターは指定介護予防支援事業所の指定を受けて業務を行っているが，その報酬単価は低い。高齢者支援センター職員は指定介護予防支援事業所との兼務が可能であるので，センターの専門３職種だけで指定介護予防支援事業所事業所業務を行っていて，地域支援事業活動を圧迫している部分はある。

（議　長）では，次の議題の上半期の訪問指導，実施指導について，事務局より説明をお願いする。
（事務局）本年度より，市の指導監査室と介護保険課が指定介護予防支援事業所としての高齢者支援センターに対する実地指導を行い，同日，地域包括総合支援センターの現場訪問指導である巡回訪問指導を実施した。直通の専用電話回線の無い所が４センターあった。直通電話回線はあるが，センター職員の不在時に法人職員が対応し，法人名を名乗るセンターもあった。センター専用車でありながらセンター名の表示が無い所が５ヶ所あった。看板は，センターの事務所が入っている建物の入り口に看板が設置されているが，事務所入り口には在宅介護支援センター時代のままの木製プレートがぶら下がっているままのところがあった。部屋の入り口に地域包括支援センターとだけあり，センターの固有名がないところもあった。指導監査室は，専ら業務に従事する常勤の管理者を配置することが満たしていないセンター１箇所に対し文書指導を行った。介護保険課は，居宅訪問日，モニタリング日等の実施日記入漏れ等を指摘し，口頭指導した。真備高齢者支援センターの保健師が８月から欠けていたことに関しては，真備高齢者支援センター設置法人の人事担当者と話し，欠員については，法人内で経験のある看護師が一人センターへの異動を前向きに検討しており，来月２１日には専門３職種の体制が揃うと報告をえた。管理者の欠員状況も１０月から続いていたが，１１月１６日付けで新しい管理者を配置したとの届出をえた。
倉敷中部高齢者支援センター主任ケアマネジャーの欠員が９月から１１月末まで３ヶ月続いており，１１月２１日に倉敷中部高齢者支援センターに行き，状況を確認した。主任ケアマネジャーも後任がなかなか見つからないという声を聞き，逆に市の方でどうにかならないかと質問を受けたが，センター設置時の条件は専門３職種の確保だったので，欠員のままでは平成２０年度以降の委託はできないことだけを伝えた。
（議　長）市の指導監査室と介護保険課が行う実地指導と巡回訪問指導を同一日に行ったということだが，委員の方のご意見は伺いたい。
（委　員）鍵はあるが掛けていないセンターなどは，個人情報が流出した場合のことを想定しているのか。鍵はあるが，その鍵を誰が掛けて，どのように管理するのかを危機感をもって検討し，市は指導したほうがいい。

（議　長）保健師がいないと介護予防ケアプランは作れないのか。
（事務局）介護予防ケアプランは保健師でなくても，専門３職種は作成できる。
（議　長）主任ケアマネジャーが不在のセンターは，業務が滞ることはないのか。
（事務局）包括的支援事業の面から見ると，ケアマネジャーの資質向上という意味では，支援活動が滞っていくこともある。高齢者支援センター業務を委託する時に，専門３職種を配置することが条件であり，主任ケアマネジャーが確保できなかった事業者は応募しておらず，主任ケアマネジャーに限らず，専門３職種の確保はセンター設置法人の責務と考えている。
（委　員）主任ケアマネジャーは人数的に少ないと思うが，養成が追いつかないということか。それとも，倉敷中部高齢者支援センターは相談件数が多く，その仕事量が条件に合わないということで辞めているのか。
（事務局）主任ケアマネジャーの養成については，岡山県が研修を行うことになっている。養成拡大の要望は出しているが，市の人口に対する主任ケアマネジャー数は充分足りていると，再三言われる。本来，主任ケアマネジャーは数多く存在するものではないとも言われる。主任ケアマネジャー研修にも年間６０人という定員がある。主任ケアマネジャーが何らかの理由で突発的に辞めるともあるので，随時確保できる体制をお願いしても，県は数は充分という前提であり，研修の枠，受講者の枠を広げるという考えはないとのことだった。こちらも県へは要望を出しているが，主任ケアマネジャーの養成の数そのものがいきなり増える見込みはない。

（委　員）他の施設と兼務するというのはできないのか。

（事務局）同一法人から主任ケアマネを出向という形もセンターの運営としては考えられるが，主任ケアマネジャーをたくさん確保している法人はないし，専門３職種が揃っていない体制での他の施設との兼務は認められていない。

（委　員）基本的には他の施設との兼務は認められないとのことだが，ある程度，柔軟な対応を考えらないと，現状ではセンターも倉敷市もお互いやっていけないのでは。

（議　長）社会福祉法人内には保健師がほとんどいないということか。欠員問題も重要であるが，職員の入れ替わりは社会福祉士も含めてたくさん聞いており，どれくらい職員の異動があったのか，市は把握できているのか。

（事務局）これまでに，社会福祉士６名，主任ケアマネジャーが６名，保健師が９名，合計２１名の職員が入れ替わっている。

（議　長）約５分の１の交代ということだと，センターの新任職員研修をずっとしなければならない。専門性や地域住民との関係がセンターに蓄積されていかないという状況になりかねず，ネットワークを構築しようにも，構築できたと思ったら，その職員は退職しましたということになりかねない。根本的な解決にはならないが，職員の交代原因はなにか。
（委　員）一番は待遇ではないか。待遇が良かったらこんなことにはならないのでは。
（議　長）待遇となると委託料ということになるが，これは難しい話になる。欠員状態がかなり続いているセンターに対して，委託料の減額などの措置は考えているのか。今後も欠員状態になったセンターが出てくる可能性があると思うが，その時に市はどうするのか。

（事務局）募集時の要領と現行の委託契約書に，欠員時のペナルティや委託料返還についての規定がなく，市が一方的に決定するわけにはいかないので，この運営協議会でも協議いただき，来年度以降の委託契約に反映させていきたいと考える。市は，包括的支援事業委託料については，人件費としては出していない。法人から収支決算書で人件費の報告はもらうが，法人間にかなりの差があり，委託料を人件費として出すと，センター間のバランスをとるのが難しいことになる。
（委　員）ペナルティなどとあまり厳しいことを言うのもどうかと思う。

（議　長）厳しいことを言うと，委託を受けない法人が出てくる可能性がある。必置の職員が欠けていることは問題ではあり，１職種ならともかく，同時に２職種が欠員となるなどの状態が半月も続いたとしたら，そんな法人に継続して委託するのは問題であるという意見も出ると思うが，委員の皆様の意見はどうか。
（委　員）行政は，ただこういった状態で困っているのでこの協議会に知恵を出して下さい，ではなく，行政はこのようにしていますという色々な案を出した中で議論をしないと，我々としてもいい案・具体案が出ないと思う。

（委　員）専門３職種について，基本的なところを教えて欲しい。資格について少し分かりにくいのだが。
（事務局）社会福祉士はその資格があればよい。保健師も資格要件であるが，保健師に準ずる者としての経験ある看護師については，病院勤務だけの看護師は要件を満たせず，看護師の資格を持った上で，居宅介護支援や訪問看護，通所介護等の地域活動経験，地域とのかかわりがある看護師というのが条件となる。主任ケアマネジャーは，まずケアマネの資格を持ち，経験を経て主任ケアマネジャー研修を受講しないとなれない。倉敷市は高齢者人口に対して言えば，充分足りており，高齢者支援センター数が多ければ，主任ケアマネジャーもその数だけ必要となる。
（委　員）女性が多い職場というのは，人間関係が複雑になりがちなところがあり，やはり辞められる方は職場の待遇だとか，それ以前に，人間関係で辞められる方が多いと思う。そうなった時，それを改善しようと思ったら，絶対数を増やすこと以外に解決法がないと思う。

（議　長）各法人に高齢者支援センター配置職員以外に，主任ケアマネジャー研修を受けるような働きかけはできないのか。市は，欠員改善を指導するだけでなく，サポートすることも必要ではないかと思う。では，次の議題に移る。地域ケア会議について，事務局から説明をお願いする。
（事務局）地域ケア会議は，倉敷，水島，児島，玉島の４地区でそれぞれ立ち上げたが，まず１回目の９月２７日に，全体会議として，地域ケア会議の意義と目的について，研修会を行った。その後，１０月より４地区で地域ケア会議を実施した。各地区ともそれぞれの課題等について話し合いを行っている。

（議　長）４地区のケア会議は，今後，どれくらいの頻度で開催するのか。
（事務局）２ヶ月に１回で，ひと月に２地区ずつ行う。

（委　員）どのような課題が見えてきたのか。
（事務局）例えば，玉島地区では，交通が不便であるとか，真備・船穂と合併し，エリアも広く，地域の背景も異なるため，会議も小さい単位で実施した方がよいのでは，という意見が出ている。倉敷地区では，高齢者人口が少ないエリアと多いエリアがあるが，少ないエリアにおいても様々な問題点が指摘された。４地区で様々な問題が出ている。
（議　長）いわゆる困難ケースを検討するだけの会議ではない，ということか。

（事務局）そうです。地域の課題を出してもらい，委員と一緒に考えていく会議である。

（議　長）他に委員の皆様から意見があるか。

（委　員）高齢者支援センターの人員問題だが，保健師が少ないというのは確かだろう。子供を抱えた若い保健師が仕事を続けていくのは難しいと思う。市保健所の保健師も若い方が多く，子供のことが大変だという声を聞くが，そのあたりはどうなのか。

（事務局）保健師の確保は難しい。看護協会に登録があればとそちらにも声をかけるが，看護師はいるが，保健師の確保はなかなか難しい。センターの本来業務の中で，保健師が主になる業務がまだ十分できておらず，なかなか人材の確保が難しい。

（委　員）年齢の上限が決められているのか。

（事務局）特には決めてない。法人が雇う範囲内となると思う。

（委　員）退職された看護師なども地域にいるのではないのか。

（事務局）病棟勤務だけの看護師は対象にならないので，その辺りが難しい。業務的に非常に厳しいという噂になっているらしく，高齢者支援センターだけには行きたくないという声も聞かれる。要支援者の介護予防ケアプラン作成に追われ，本来の地域支援事業をやっていくのならいいが，介護保険のケアプラン作成は期日が限られ，それまでにケアプランを作成しないと次のサービスが受けられず，利用者に負担をかけることになってしまう。介護保険業務は期限があり，まずそれをしなければいけないので，子育てで夜の残業ができない，これ以上のことは無理という理由で，センターの職員が退職している現状もある。

（議　長）市から，法人に何か支援して下さいと言ってもできることには限界があるのでは。
（委　員）本当に厳しい現状というのは理解できる。居宅介護支援事業所や高齢者支援センターのケアマネジャー等を見ていると切羽詰まった厳しい顔をしていて，本当に厳しい現状で仕事をしているというのは充分感じられる。ただ，ペナルティという言葉は悪い響きであるが，何もなかったらこのまま欠員状態が半年になっても，必置の職種が欠けたままでもよいのか，という問題になる。現状は理解できるが，地域住民に迷惑をかけることになるので，ある程度は厳しい規定は必要，他の介護保険事業者などでは苦労しているところもある。
（議　長）厳しい条件を提示すると，法人の腰が引けるが，半年間も専門職がいないことは，致命的と言うか相当なダメージがあると思う。センターが果たすべき本来業務を考えたら，半年間も欠員状態なら，何らかの措置を講じることを検討してはどうか。
人員確保に苦慮していることなど情報提供も含めて，この協議会でしていけばいい。

（委　員）センターの職員給与は，年々ベースアップがあるようになっているのか。それも厳しいのか。

（事務局）職員は法人が雇用しているので，市は分からない。

（議　長）社会福祉士は大学を出て国家試験を通ったばかりの人を配置すれば，人件費が安く済み，何年か勤務して給与が上がれば，高齢者支援センターから異動させる，ということをされると，センター職員として積み上げた知識・経験などがゼロになる，という問題もある。

（委　員）重要なセクションの手当てを付けてあげることが，絶対的な条件になる。

（議　長）大変貴重なご意見をたくさん出していただき本当にありがとうございした。










